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２ 横浜ＩＲ実現への取組の背景
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日本の現状

国際競争力の低下
 日本の名目GDP推移は、最近10年

間ほぼ横ばい。
 日本の名目GDPが世界全体に占め

る割合は、2000年の14.4％から、
2017年は6.1％に大きく減少し、
国際的地位が低下。

高齢化社会
 日本は人口減少社会に突入し、

高齢化率は年々増加傾向。

（１）現状と課題
日本全体が人口減少社会に突入し、高齢化率は年々増加傾向にあります。日本の名目
GDP推移もほぼ横ばいとなっており、国際競争力の低下が懸念されています。

出典：内閣府 国民経済計算（GDP統計）より作成

出典：International Monetary Fund “World Economic 
Outlook Database: October 2018 Edition”より作成

出典：International Monetary Fund “World Economic 
Outlook Database: October 2018 Edition”より作成

出典：内閣府「平成30年版高齢社会白書（全体版）」
より作成

２ 横浜ＩＲ実現への取組の背景
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横浜市の人口は、2020年以降人口減少に転じ、少子高齢化が進むと予測されています。

横浜の現状

出典：横浜市将来人口推計より作成

出典：横浜市中期４か年計画
2018～2021より作成

２ 横浜ＩＲ実現への取組の背景
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（１）現状と課題
横浜市では、生産年齢人口の減少に伴い、市税収入の減少（市税収入の約５割は個人市
民税）が見込まれるとともに、高齢化社会等による医療・介護などの扶助費等の増加や
公共施設の老朽化に伴う保全・改修費の増加などが見込まれており、これらの財政需要
に対応するため、法人市民税等、多様な増収策が求められています。

横浜の財政の現状

法人市民税の推移

法人市民税・上場企業数の他都市比較

出典：上場企業数は、㈱東洋経済新報社 上場版会社概要データ（2018年12月現在）より作成
法人市民税は2017年度決算ベース、東京都は法人都民税より作成（東京23区の法人市町村税相当額と東京都の法人道府県民税相当額の合計額）

２ 横浜ＩＲ実現への取組の背景

法人市民税、上場企業数の他都市比較を見ても、上場企業数は東京23区に比べて17分の
１、法人市民税は14分の１にとどまっており、大きな課題です。
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（２）横浜の観光・ＭＩＣＥの現状
横浜市内の「過去５年間の延べ外国人宿泊者数の伸率」は、全国平均より低い状況にあ
ります。また、横浜市内の観光客も、８割以上が日帰り観光客であり、圧倒的に宿泊客
が少ない状況にあります。

横浜の観光の現状

過去の５年間の延べ外国人宿泊者数の伸率の推移

横浜市内の日帰り、宿泊者の割合

出典：宿泊旅行統計調査（観光庁）等より作成

出典：横浜市記者発表資料（観光集客実人員）より作成

２ 横浜ＩＲ実現への取組の背景
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（２）横浜の観光・ＭＩＣＥの現状

横浜市にある日本最大級の複合コンベンション施設である「パシフィコ横浜」は、最大の
収容人数が5,000人を超える国立大ホールを備えており、稼働率が80％を超える状況です。
しかし、他都市との国際会議件数（UIA基準）の比較では、東京やアジア各国に大きく水を
開けられている状況です。

世界ではハノーバー（ドイツ）の46.6万㎡をはじめ、大規模な展示場が多数存在し、日本最
大の東京ビッグサイト（8.0万㎡（2015年時点））は、世界第73位、アジア第19位にとどま
ります。パシフィコ横浜は、日本で５番目であり、展示会場の総床面積は約2万㎡（2015年
時点）となっています。

出典：特定複合観光施設区域整備推進
会議資料より作成

国際会議場

展示場
出典：JNTO 国際会議統計より作成

２ 横浜ＩＲ実現への取組の背景
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（３）横浜の持つポテンシャル

横浜市では、「横浜市企業立地等促進特定地域等における支援
措置に関する条例（平成16年３月制定）」に基づき、まちづく
り施策と連動しながら、戦略的な企業誘致を進めています。

➀

②
企業誘致の主な実績

2019年
• 資生堂グローバルイノベーションセンター S/PARK
• 京急グループ本社（➀）

2020年～
• 村田製作所みなとみらいイノベーションセンター （②）
• ソニー株式会社
• いすゞ自動車株式会社

日本中が感動と興奮に包まれたラクビーワールドカップ2019™では、横浜国際総合競技
場で、決勝、準決勝を含む６試合が行われました。決勝戦では、過去最高となる
７万１０３人の入場者数を記録しました。

また、「東京2020オリンピック・パラリンピック」でも、横浜は、野球・ソフトボール、
サッカー競技の会場となっており、大規模スポーツイベントの開催により、多くのお客
様が訪れることが予想されます。

世界的企業の拠点

スポーツイベント等

２ 横浜ＩＲ実現への取組の背景
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（３）横浜の持つポテンシャル
２ 横浜ＩＲ実現への取組の背景

横浜港では、ワールドクラスのクルーズポートの整備を進め、大型客船が７隻同時に
着岸できる、世界有数のクルーズ拠点を目指します。

 2019年4月に、大黒ふ頭客船ターミナルの供用を開始しました。
 2019年10月に、新たな国際客船ターミナルと商業施設、ホテルが一体となった「横浜

ハンマーヘッド」がオープンしました。１か月間で、約５０万人の市民や観光客が訪れ、
多くの賑わいを見せています。

新港ふ頭客船ターミナル 横浜ハンマーヘッド

© 沖 浩之（Blue Hours）

大黒ふ頭客船ターミナル

【ふ頭位置図】

クルーズ港
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※１ 国土交通省東京航空局管内空港の利用概況集計表（平成31年分）

空港名 旅客人数
（国内・国際合計）

※１

横浜駅までの
移動時間

羽田空港 85,326,120人 バス 約３０分

成田国際空港 42,460,671人 バス 約８０分

静岡空港 804,688人 車 約１６０分

茨城空港 822,208人 車 約１２０分

２ 横浜ＩＲ実現への取組の背景

 横浜は、羽田空港までバスで約３０分とアクセスが良好であり、成田国際空
港、静岡空港、茨城空港も利用可能です。

 それぞれの空港の旅客人数・横浜までの移動時間は下記のとおりです。

空路

 世界の航空・空港の格付け調査を行なうスカイトラックスが発表した「世界ベスト
空港2019（World’s Best Airport in 2019）」において、2位に羽田空港、9位には
成田国際空港がトップ10にランクインしています。

 規模別では、旅客数7000万人超のランキングで羽田空港が1位、また、4000万～
5000万人では成田国際空港が2位です。

【世界の空港トップ10位】
１ チャンギ空港 （シンガポール）
２ 羽田空港 （日本）
３ 仁川国際空港 （韓国ソウル）
４ ドーハ・ハマド空港 （カタール）
５ 香港国際空港 （香港）
６ 中部国際空港セントレア （日本）
７ ミュンヘン空港 （ドイツ）
８ ロンドン・ヒースロー空港 （英国）
９ 成田国際空港 （日本）
10 チューリッヒ空港 （スイス）

羽田空港

成田空港
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 リニア中央新幹線も、品川・名古屋間の開業は2027年、大阪市までの全線開業は
2045年を予定して建設が進んでいます。

 神奈川県駅（仮称）が設置される予定です。

出典：国土交通省HP「全国の新幹線鉄道網の現状」より

出典：国土交通省HP
「リニア中央新幹線の概要」より

２ 横浜ＩＲ実現への取組の背景

（３）横浜の持つポテンシャル

 新横浜駅には、東海道新幹線が停車し、新横浜駅から横浜駅までの所要時間は、
車で約１４分、鉄道で約１１分と利便性の高い交通アクセスを有しています。

新幹線・リニア
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人口減少社会の到来や超高齢社会の進展などの直面する課題を乗り越え、都市の持続的な
成長・発展を実現するため、横浜市では６つの戦略を連動させながら実行していきます。

（４）上位計画
２ 横浜ＩＲ実現への取組の背景

戦略１

横浜市中期4か年計画（2018～2021）

戦略 4 (1)

力強い経済成長と文化芸術創造都市の実現

人が、企業が集い躍動するまちづくり
～成長と活力を生み出す都心部～
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１ 特性・立地を生かした「大都市型」の取組
 「ＳＤＧｓ」「パリ協定」で取り上げる、人々の暮らしに起因する世界共通課題の

解決には、国だけでなく、横浜市をはじめとする世界の都市や多様な主体が率先し
て取り組むことが求められています。

 2018年10月に策定した市の総合計画「横浜市中期４か年計画（2018～2021）」で
は、ＳＤＧｓを意識してあらゆる施策に取り組むこととしており、また、「横浜市
地球温暖化対策実行計画」では、「Zero Carbon Yokohama（2050年までの脱炭素
化）」を目指す姿（ゴール）としています。

 「ＳＤＧｓ」と「パリ協定」を踏まえたこれら２つの計画とビジョンを共有し、
「ＳＤＧｓ未来都市・横浜」では、環境や経済・社会的課題の同時解決を図る「大
都市モデル」を創出する取組を進めます。

２「ＳＤＧｓ未来都市・横浜」のビジョン
 ＳＤＧｓ達成年次である「2030年」を展望し、パリ協定の発効による「脱炭素化」

を踏まえ、環境を軸に経済や文化芸術による新たな価値・賑わいを創出し続ける都
市の実現を目指します。

出典：横浜市温暖化対策統括本部「ＳＤＧｓ未来都市・横浜～ SDGs FutureCity YOKOHAMA」より抜粋

【目標設定と取組の概要】
横浜市は、2019年をピークに人口減少に転じるなど、
直面する課題が一層深刻化してきています。ＳＤＧｓ未
来都市として１７の目標達成を意識し、「大都市・横浜
市」に相応しい、環境を軸とした経済・社会的課題の同
時解決を目指す取組を、「自治体ＳＤＧｓモデル事業」
として進めています。
環境・経済・社会の３側面の取組間を相互に連携させる
とともに、様々な取組の主体である「市民」「企業」等
の多様な主体をつなぎ、得られた知見・技術・情報を
ＩＣＴ技術などを駆使して「見える化」・「共有化」し、
相乗効果を高め、さらに新たな価値を生み出すことで、
都市のプレゼンス向上を目指す仕組みとなる、横浜型
「大都市モデル」を創出します。

（４）上位計画
２ 横浜ＩＲ実現への取組の背景

「SDGs未来都市・横浜」コンセプト・ビジョン
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「美しい港」をテーマに、横浜市が内港地域の景観形成を行っていくうえでの目標像
や方針を取りまとめたものです。

目標像：世界に誇る「美港」横浜

都心臨海部５地区（横浜駅周辺地区、みなとみらい21地区、関内・関外地区、山下ふ頭周
辺地区、東神奈川臨海部周辺地区）を対象に、目標年次2050年（第一段階2025年）に
おける目指すべき将来像を描いたものです。

将来像：世界が注目し、横浜が目的地となる新しい都心
～都心臨海部を中心とした新しい横浜ライフの実現～

「ハーバーリゾートの形成」を目指す都市像として掲げ、計画の具体化に向けて考慮すべ
き視点、開発の基本的な方向性を取りまとめたものです。

目指す都市像：ハーバーリゾートの形成
～世界が注目し、横浜が目的地となる都心臨海部にふさわしい新たな魅力創出～

２ 横浜ＩＲ実現への取組の背景

横浜市都心臨海部再生マスタープラン 【Ｈ27年2月】

横浜市山下ふ頭開発基本計画 【Ｈ27年9月】

美しい港の景観形成構想 【Ｈ26年3月】
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将来を見据えて横浜をさらに飛躍させていくため、中期４か年計画をはじめとした
上位計画等に基づき、様々な政策を実施しています。

子ども・子育て、教育、医療・福祉、企業誘致や観光・MICEの推進など、これまで
築き上げてきた実績を土台に、あらゆる取組を進化させ、直面する課題を確実に乗り
越えていく必要があります。

このため、未来を創る強靭な都市づくりに必要な「災害に強い都市づくり」や、京
浜臨海部や金沢臨海部のさらなる活性化や、関内地区における業務機能等の強化など
産業拠点の強化につながる「戦略的な企業誘致」に加え、経済波及効果の高い国際会
議等の誘致やＭＩＣＥ関連産業の強化を進めるため「観光・ＭＩＣＥ都市」、「特別
自治市」「クルーズポート」「中小企業振興」、「ガーデンシティ横浜」、「ＳＤＧ
ｓ未来都市」などのあらゆる政策を展開しています。

そして、将来にわたり豊かで安全・安心な暮らしを維持し、さらに充実させていく
ために、ＩＲもこれらの重要な政策の一つです。

（５）将来を見据えた横浜市の取組
２ 横浜ＩＲ実現への取組の背景
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日本型ＩＲは、「観光先進国」としての日本を明確に世界の中に位置づけるため、
民間事業者の投資と創意工夫を最大限に引き出し、「観光先進国」として引き上げ
るための原動力として生かす政策的な枠組み（公共政策としてのＩＲ）とされてい
ます。

※ 東京、京都、大阪、兵庫、千葉、山梨、静岡、愛知、奈良の９都府県をゴールデンルートと定義

（６）日本型ＩＲの基本方針
２ 横浜ＩＲ実現への取組の背景

公共政策としてのＩＲの主な具体的目標

民間事業者により 一体的に整備・運営 ＝民設・民営
健全なカジノ事業の収益を活用して、国際競争力の高い滞在型観光を実現
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 日本型ＩＲでは、カジノ施設以外に、以下の 4類型の中核施設の設置が求められま
す。これまでにないスケール・クオリティの両面が必要になります。

 また、MICE施設は特に大規模な施設整備が求められており、下記A～Cの組み合わせ
以上の規模が必要です。

（６）日本型ＩＲの基本方針
２ 横浜ＩＲ実現への取組の背景
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1859年の開港以来、都心臨海部は横浜の中心部として発展してきました。昭和40年（1965年）
には、横浜の骨格を築く「横浜の都市づくり将来計画の構想（六大事業※）」を発表し、都心部強
化事業として、みなとみらい２１地区の造成に着手し、現在の都心臨海部を形成してきました。

「横浜の都市づくり将来計画の構想」発表より約50年が経過し、人口減少・超高齢社会の到来に
よる都市の活力低下、人・企業がより優れた活動・生活場所を「選ぶ」時代の到来、市民の価値
観やライフスタイルの更なる多様化といった社会状況の変化が想定され、横浜のまちづくりとし
ての対応が求められていました。

また、平成 22 年（2010 年）には、横浜市インナーハーバー検討委員会から、都心臨海部・イン
ナーハーバーにおけるまちづくりの方向性が提言されました。

将来の社会状況の変化に対応し、将来にわたり輝き続け、魅力にあふれた“世界都市”の顔として
の都心臨海部を形成するため、横浜駅周辺、みなとみらい21地区、関内・関外地区、山下ふ頭周
辺地区、東神奈川臨海部周辺地区の5地区を対象とした「都心臨海部再生マスタープラン」を平成
27年2月に策定しました。

開港の歴史が残る地区
ですが、近年、業務・
商業機能が相対的に低
下しており、課題解決
に向けたまちづくりが
進められています。

関内・関外地区
横浜の自立性の強化等
を目的に整備された新
しい街であり、業務・
商業機能、MICE拠点
等が立地し、多くの
人々が訪れています。

みなとみらい21地区

日本有数のターミナル
駅である横浜駅を中心
とする地区であり、国
際都市の玄関口にふさ
わしいまちづくりを進
めています。

横浜駅周辺地区

神奈川台場の遺構や、
横浜市中央卸売市場が
立地しており、現在は、
駅周辺の再開発や面整
備の検討が進められて
います。

東神奈川臨海部周辺地区

（７）横浜都心臨海部のまちづくり
２ 横浜ＩＲ実現への取組の背景

横浜市都心臨海部再生マスタープラン

【都心臨海部 位置図】

※六大事業：都心部強化事業、金沢地先埋立事業、港北ニュー
タウン建設事業、高速鉄道（地下鉄）建設事業、
高速道路網建設事業、横浜港ベイブリッジ建設事
業の6事業

瑞穂ふ頭
地区

東神奈川
臨海部
周辺地区横浜駅

周辺地区

みなとみらい
21地区

関内・関外地区

山下ふ頭
周辺地区

内港地域
（インナーハーバー）

「横浜市都心臨海部再生マスタープラン」「美しい港の景観形成構想」より作成
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（７）横浜都心臨海部のまちづくり
２ 横浜ＩＲ実現への取組の背景

世界から人々を惹きつける街の資源

港町横浜の
歴史・文化
街中には当時の面影を色濃く残す歴史的建造物や土木産業遺構が多く残り、まちづくり
の中で保存・活用されています。また、異国情緒あふれる街並みや飲食店があり、開港
の地ならではの国際的な雰囲気が感じられます。

都市空間
水際線を開放し、公園や緑地、パブリックスペース等の整備を積極的に行っています。
これまで、地域の魅力と個性を生かした都市デザインの取組が展開され、美しさや楽し
さが感じられる環境豊かな都市空間が形成されています。

都心機能
国際的な企業が立地する業務拠点や広域的な商業拠点、大規模コンベンション施設など
横浜経済をけん引する都心機能が集積しています。また、都市型住宅やスポーツ施設、
個性豊かな界隈など都市に必要な機能が揃っています。

賑わい・市民活動
まちに誇りや愛着をもち、地域が主体的にまちづくりに
取り組む風土が培われています。魅力的で賑わいのある
商店街や、年間を通じて様々なイベントが開催される、
活気あふれる街がつくられています。
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『 横浜ＩＲ 』の予定地である「山下ふ頭」は、ベイブリッジより内側のインナーハー
バーに位置し、横浜の中心である都心臨海部を形成しています。最寄りの横浜高速鉄
道「元町・中華街駅」まで徒歩約５分で、首都高速道路にも近く、羽田空港など各方
面から高いアクセス性を有しています。また、横浜を代表する観光地である山下公園、
中華街、港の見える丘公園などにも近接しています。

（８）横浜ＩＲの立地場所
２ 横浜ＩＲ実現への取組の背景

MM21地区から続く
美しいウォーターフロント

約47haの広大かつ
シンボル性の高い敷地

住宅市街地と分離された立地

恵まれた交通アクセス

観光拠点との連携

位置図 主なアクセス

周辺の観光地 立地特性

東神奈川
臨海部周辺地区

横浜駅
周辺地区

みなとみらい
21地区

関内・関外地区

山下ふ頭

山下ふ頭

山下ふ頭

山下公園通り

中華街

元町 山手・港の見える丘公園
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『横浜イノベーションＩＲ 』
横浜を世界の

デスティネーション(目的地)へ

山下ふ頭は、高度経済成長期から横浜港を支える主力ふ頭の機能を担ってきましたが、完成か
ら50年以上経過し、施設の老朽化やコンテナ化などの物流環境の変化に伴い、その果たすべき
役割を見直す時期に来ていました。このため、「横浜市中期４か年計画2014～2017」や
「横浜市都心臨海部再生マスタープラン」、及び「横浜港港湾計画の改訂」を踏まえ、平成27
年に「ハーバーリゾートの形成」を目指す「横浜市山下ふ頭開発基本計画」を策定し、再開発
の方向性を定めました。また、既存の物流機能については、移転を契機として倉庫等の高機能
化を促進し、「ミナトの質的転換」を図っています。

平成27年 山下ふ頭開発基本計画策定

◎ 昭和38年完成

◎ 昭和28年着工（埋立開始）

◎ 倉庫等の移転・更地化の開始 ◎

◎ ホテルシップ･暫定利用事業

提供 国土地理院

昭和31年

昭和36年 昭和38年

昭和24年

更地化の状況（令和2年1月）

昭和３8年頃

（８）横浜ＩＲの立地場所
２ 横浜ＩＲ実現への取組の背景

新たな賑わい拠点
「ハーバーリゾート」

の形成
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 シンガポールでは、国際観光地としての魅力を取り戻すため、2005年に国策と
してＩＲを誘致することを決断しました。

 MICE施設、シンボリックなホテル、エンターテイメントなどの施設を整備し、
多くの観光客でにぎわっており、再投資による更なる拡張も計画されています。

ＩＲの事例と効果（シンガポール）

２ 横浜ＩＲ実現への取組の背景

参考



24

シンガポールでは、2010年ＩＲ開業後、外国人来訪者、外国人観光消費額、国際会議
開催件数は増加傾向にあります。

ＩＲの事例と効果（シンガポール）

２ 横浜ＩＲ実現への取組の背景

参考

また、ＩＲ開業前からギャンブル依存症対策を実施した結果、病的ギャンブルや問題性
ギャンブルの有病率は減少傾向にあります。

ギャンブル依存症有病率推移

2.0 1.7
1.2

0.5 0.8

2.1

1.2
1.4

0.2 0.1

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

2 0 0 5年 2 0 0 8年 2 0 1 1年 2 0 1 4年 2 0 1 7年

レベル３（病的ギャンブル）

レベル２（問題性ギャンブル）

（%）

出典：Survey on Participation in Gambling Activities 
among Singapore Residents より作成

出典：Annual Tourism Statistics 2017
(Singapore Tourism Board)等 より作成

出典：Annual Tourism Statistics 2017
(Singapore Tourism Board)等 より作成

出典：Annual Tourism Statistics 2017
(Singapore Tourism Board)等 より作成


